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2017年 5月31日 研究院審査・評価委員会 改定版付議

2017年 6月12日 研究院運営委員会 改定版付議

 

 

研究機構評価指針(改定案) 

 

 

１．目的 

本評価指針は、研究院運営委員会の下に設置された、研究院審査・評価委員会（以下、「審

査・評価委員会」という）が研究機構（総合研究機構および重点領域研究機構を除く。以下同。）

の評価を実施するに当たっての基本的な考え方および必要事項を定めたものであり、研究機構

のより一層の推進に資する厳正かつ的確な評価の実施を目的とするものである。 

 

２．評価の考え方 

本学の研究機構は、プロジェクト研究所群の総合的な運営等を担うマネジメント機能のみな

らず、多様な学術研究の連携・融合を通した研究拠点として、プロジェクト研究所間での強い

連携のもと組織的・自立的に研究事業を推進する組織と位置付けられている。また、先端研究

など、世界的な学問潮流にも即応可能な組織として、高い機動性が求められている。 

このような研究拠点の形成・展開を目指し、研究機構については、新規設置時および設置最

終年度に評価を行うほか、５年ごとの評価も実施し、その後の継続の可否について判断するこ

とが定められている。 

本評価指針で定める評価は、これらの確認、判断に資するために実施するものである。具体

的には、研究の実施・進捗・達成状況に係る確認のほか、本学研究機構の趣旨・目的にも鑑み、

主に、「国際競争力のある卓越した研究の実施」、「自立的で継続的な研究拠点形成」、および「本

学への貢献度」の観点から、評価を行うものである。 

 

３．評価の種類 

審査・評価委員会での評価は、次に掲げるとおりとする。 

（１）事前評価（新規設置） 

○目的：全学研究会議の求めに応じて、研究機構の評価を行い、大学の施策との適合に

基づき、設置に関する取り扱いを決定し、全学研究会議に報告する。 

○指標：組織目標の妥当性、体制の適切性、研究計画の妥当性、研究の先進性・独創性、

研究の学際性・融合性、早稲田の独自性、研究成果（実現可能性）、学術的波及

効果、社会的波及効果、研究体制の自立性、研究体制の持続性 

○時期：研究機構を設置する際に実施する。 

 

（２）第一期評価（設置５年目）  

  ○目的：次年度以降の継続を希望する研究機構の活動について、当初計画に照らし、計

画の進捗状況および目標の達成状況が、定められた達成度を満たすか否かを確

認する。この内容に基づき、次年度以降の継続に関する取り扱いを決定し、全
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学研究会議に報告する。 

活動を継続する研究機構については、次年度以降改善を要する点や、取組みの強

化を図る点等を明らかにする。 

○指標：組織目標の達成状況、体制の確立状況、計画の履行状況、研究成果、学術的波

及効果、社会的波及効果、研究体制の自立性、研究体制の持続性、人材構成の

多様性、次年度以降の組織目標の妥当性、次年度以降の研究計画の妥当性 

○時期：設置５年目に、継続を希望する研究機構に対し、実施する。 

 

（３）第二期以降評価（設置１０年目以降） 

○目的：次年度以降の継続を希望する研究機構の活動について、主に、「国際競争力のあ

る卓越した研究の実施」、「自立的で継続的な研究拠点形成」、および「本学への

貢献度」の観点から、十分な取組みがなされているか否かを確認する。この内

容も踏まえ、次年度以降の継続に関する取り扱いを決定し、全学研究会議に報

告する。 

活動を継続する研究機構については、次年度以降改善を要する点や、取組みの

強化や見直しを図る点等を明らかにする。 

○指標：組織目標の達成状況、計画の履行状況、研究成果、学術的波及効果、社会的波

及効果、研究体制の自立性、研究体制の持続性、人材育成、大学への貢献度、

次年度以降の組織目標の妥当性、次年度以降の研究計画の妥当性 

○時期：設置１０年目以降、継続を希望する研究機構に対し、５年ごとに実施する。 

 

（４）最終評価  

○目的：研究機構の活動を総括し、研究機構が十分なマネジメント能力を発揮し、各研

究機構の趣旨・目的に沿う活動がなされたか否かを明らかにする。 

○指標：組織目標の達成状況、計画の履行状況、研究成果、学術的波及効果、社会的波

及効果、研究体制の自立性、研究体制の持続性、人材育成、大学への貢献度 

○時期：研究機構の設置最終年度※、、または継続を希望しない研究機構の求めに応じて、

実施する。 

※１）研究機構の再編に伴う廃止など、特段の事由により設置期間満了前に終了する研究機構に

ついては、原則として最終評価を実施しないこととする。ただし、従前の活動状況に照らし、

著しく当初の計画と異なる場合など特に問題が認められる場合には、必要に応じて評価実施

の有無を判断するものとする。 

※２）上記（２）または（３）において、継続を希望しながら評価により終了の決定がなされた

研究機構については、当該評価を最終評価に替えることができるものとする。 

  



3 
 

４．評価項目  

各項目の評価に当たっての基本的な考え方は、以下の評価基準によるものとする 

（１）事前評価 
評価項目 評価基準 

大項目 中項目 小項目 

1.組織目標 目標、体制の妥

当性 

目標の妥当性 多様な学術研究の連携・融合を通した研究拠点として、

組織的・自立的に研究事業を推進するなど、研究機構の

趣旨・目的に沿った目標が設定されていること。 

本学の戦略上の方針や、社会的課題等を的確に踏まえた

内容であること。 

体制の妥当性 研究の実施に必要な参画者が揃っており、多様な研究分

野より研究者の参画が予定されているなど、チーム型の

研究体制が想定されていること。参画研究者の専門性と

担当する内容が合致していること。 

2.研究計画 計画の妥当性 研究計画の具体

性、妥当性 

研究目標の達成に向けた適切な研究計画が明確に示さ

れており、計画に具体性と妥当性があること。 

資金計画の具体

性、妥当性 

研究目標の達成に向けた適切な資金計画が明確に示さ

れており、計画に具体性と妥当性があること。 

3.国際競争力のあ

る研究の実施 

先進性・独創性 

学際性・融合性 

研究の先進性 当該研究分野における先端的な研究もしくは、新たな研

究領域を開拓する研究であること。 

研究の独創性 独自の考えに基づき、今までに無い新たなコンセプト、

手法、成果の創出が期待されること。 

研究の学際性 研究対象がいくつかの研究分野にまたがっていること。

研究の融合性 諸分野の学問的融合を進めていく研究であること。 

独自性 早稲田の独自性 「Waseda Vision150」に示された学問の枠組を超えた地

域や地球規模の課題解決への貢献に資するものであり、

人文・社会・自然科学の深化と発展、国内外の機関との

連携による社会と結びついた実学・人材育成等の早稲田

大学の特性を活用するものであること。 

研究成果 研究成果(実現可

能性) 

研究諸活動により創出される有形・無形の生産物（アウ

トプット）である。学術誌等への研究論文発表、学術専

門誌等の発行、国際学会等での発表、シンポジウム、セ

ミナー等の企画実施・発表等であり、研究機構の組織的

活動による研究成果や、他の言語による発表・発信を伴

うものであること。 

波及効果 学術的波及効果 当該研究分野もしくは、関連研究分野の進展に対する貢

献、新しい学問分野の開拓等に資する研究活動、成果で

あること。特に研究機構の組織的活動による、波及効果

を重視する。 

社会的波及効果 科学技術、産業、文化、政治経済など、幅広い意味で社

会にインパクトを与え、社会貢献に資する研究活動、成

果であること。特に研究機構の組織的活動による波及効

果を重視する。 

4.自立的で継続的

な研究拠点形成 

自立性・持続性 研究体制の自立性 大学の経済的支援に依存せずに、外部研究資金の獲得や

外部組織との連携等を通して、継続的に研究活動が遂行

できる体制が構築され、研究拠点として外部からの認知

が期待されること。 

研究体制の持続性 若手研究者を含めた研究体制の構成、および若手研究者

の育成の取り組みや活動を通し、持続的に研究活動が遂

行できる体制の確立が期待されること。 
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（２）第一期評価（設置５年目） 
評価項目 評価基準 

大項目 中項目 小項目 

1.組織目標 達成状況 目標の達成状況 各研究機構で予め設定している組織目標について、当初

計画どおり、または当初計画以上に進捗、達成されてい

ること。 

体制の確立状況 当初設定された目標、計画の下、多様な学術研究の連

携・融合を可能とするチーム型の研究体制が構築されて

いること。 

2.研究計画 計画の実施状

況 

計画の履行状況 設定された目標、計画の下、資金が適切かつ効果的に使

用され、着実に国際競争力のある研究が推進されている

こと。 

3.国際競争力のあ

る研究の実施 

研究成果 研究成果 研究諸活動により創出される有形・無形の生産物（アウ

トプット）である。学術誌等への研究論文発表、学術専

門誌等の発行、国際学会等での発表、シンポジウム、セ

ミナー等の企画実施・発表等であり、研究機構の組織的

活動による研究成果や、他の言語による発表・発信を伴

うものであること。 

波及効果 学術的波及効果 当該研究分野もしくは、関連研究分野の進展に対する貢

献、新しい学問分野の開拓等に資する研究活動、成果で

あること。特に研究機構の組織的活動による、波及効果

を重視する。 

社会的波及効果 科学技術、産業、文化、政治経済など、幅広い意味で社

会にインパクトを与え、社会貢献に資する研究活動、成

果であること。特に研究機構の組織的活動による波及効

果を重視する。 

4.自立的で継続的

な研究拠点形成 

自立性・持続性 研究体制の自立性 大学の経済的支援に依存せずに、外部研究資金の獲得や

外部組織との連携等を通して、継続的に研究活動が遂行

できる体制が構築され、研究拠点として外部から認知さ

れていること。 

研究体制の持続性 若手研究者を含めた研究体制の構築、および若手研究者

の育成の取り組みや活動を通し、持続的に研究活動が遂

行できる体制が確立されていること。 

人材構成の多様性 学外研究機関、学内組織から多様な研究分野あるいは研

究手法を有する人材で研究体制を構成すること。 

5.次年度以降の組

織目標 

目標の妥当性 目標の妥当性 多様な学術研究の連携・融合を通した研究拠点として、

組織的・自立的に研究事業を推進するなど、研究機構の

趣旨・目的に沿った目標が設定されていること。 

本学の戦略上の方針や、社会的課題等を的確に踏まえた

内容であること。 

6.次年度以降の研

究計画 

計画の妥当性 研究計画の具体

性、妥当性 

研究目標の達成に向けた適切な研究計画が明確に示さ

れており、計画に具体性と妥当性があること。 

資金計画の具体

性、妥当性 

研究目標の達成に向けた適切な資金計画が明確に示さ

れており、計画に具体性と妥当性があること。 
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（３）第二期以降評価（設置１０年目以降） 
評価項目 評価基準 

大項目 中項目 小項目 

1.組織目標 達成状況 目標の達成状況 各研究機構で予め設定している組織目標について、当初

計画どおり、または当初計画以上に進捗、達成されてい

ること。 

2.研究計画 計画の実施状

況 

計画の履行状況 設定された目標、計画の下、資金が適切かつ効果的に使

用され、着実に国際競争力のある研究が推進されている

こと。 

3.国際競争力のあ

る研究の実施 

研究成果 研究成果 研究諸活動により創出される有形・無形の生産物（アウ

トプット）である。学術誌等への研究論文発表、学術専

門誌等の発行、国際学会等での発表、シンポジウム、セ

ミナー等の企画実施・発表等であり、研究機構の組織的

活動による研究成果や、他の言語による発表・発信を伴

うものであること。 

波及効果 学術的波及効果 当該研究分野もしくは、関連研究分野の進展に対する貢

献、新しい学問分野の開拓等に資する研究活動、成果で

あること。特に研究機構の組織的活動による、波及効果

を重視する。 

社会的波及効果 科学技術、産業、文化、政治経済など、幅広い意味で社

会にインパクトを与え、社会貢献に資する研究活動、成

果であること。特に研究機構の組織的活動による波及効

果を重視する。 

4.自立的で継続的

な研究拠点形成 

自立性・持続性 研究体制の自立性 大学の経済的支援に依存せずに、外部研究資金の獲得や

外部組織との連携等を通して、継続的に研究活動が遂行

できる体制が構築され、研究拠点として外部から認知さ

れていること。 

研究体制の持続性 若手研究者を含めた研究体制の構成、および若手研究者

の育成の取り組みや活動を通し、持続的に研究活動が遂

行できる体制が確立されていること。 

人材育成 当該研究機構により育成、または輩出された人材によ

る、特筆すべき活動が認められること。 

5.大学への貢献度 

[選択制] 

 財政面での貢献 外部研究資金の獲得による間接経費・一般管理費の計上

や、特許収入や寄付金等の収入により、財政面において

大学への貢献がなされていること。 

広報面での貢献 メディアによる報道や各種媒体による情報発信、特筆す

べき学術賞の受賞等により、広報面において大学への貢

献がなされていること。 

外部評価の獲得 QS 世界大学ランキング等への寄与も期待される高質な

論文の創出や、公的機関の研究評価において優れた評価

を得ているなど、外部より高い評価を獲得しているこ

と。 

6.次年度以降の組

織目標 

目標の妥当性 目標の妥当性 多様な学術研究の連携・融合を通した研究拠点として、

組織的・自立的に研究事業を推進するなど、研究機構の

趣旨・目的に沿った目標が設定されていること。 

本学の戦略上の方針や、社会的課題等を的確に踏まえた

内容であること。 

7.次年度以降の研

究計画 

計画の妥当性 研究計画の具体

性、妥当性 

研究目標の達成に向けた適切な研究計画が明確に示さ

れており、計画に具体性と妥当性があること。 

資金計画の具体

性、妥当性 

研究目標の達成に向けた適切な資金計画が明確に示さ

れており、計画に具体性と妥当性があること。 
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（４）最終評価 
評価項目 評価基準 

大項目 中項目 小項目 

1.組織目標 達成状況 目標の達成状況 各研究機構で予め設定している組織目標について、当初

計画どおり、または当初計画以上に進捗、達成されてい

ること。 

2.研究計画 計画の実施状

況 

計画の履行状況 設定された目標、計画の下、資金が適切かつ効果的に使

用され、着実に国際競争力のある研究が推進されている

こと。 

3.国際競争力のあ

る研究の実施 

研究成果 研究成果 研究諸活動により創出される有形・無形の生産物（アウ

トプット）である。学術誌等への研究論文発表、学術専

門誌等の発行、国際学会等での発表、シンポジウム、セ

ミナー等の企画実施・発表等であり、研究機構の組織的

活動による研究成果や、他の言語による発表・発信を伴

うものであること。 

波及効果 学術的波及効果 当該研究分野もしくは、関連研究分野の進展に対する貢

献、新しい学問分野の開拓等に資する研究活動、成果で

あること。特に研究機構の組織的活動による、波及効果

を重視する。 

社会的波及効果 科学技術、産業、文化、政治経済など、幅広い意味で社

会にインパクトを与え、社会貢献に資する研究活動、成

果であること。特に研究機構の組織的活動による波及効

果を重視する。 

4.自立的で継続的

な研究拠点形成 

自立性・持続性 研究体制の自立性 大学の経済的支援に依存せずに、外部研究資金の獲得や

外部組織との連携等を通して、継続的に研究活動が遂行

できる体制が構築され、研究拠点として外部から認知さ

れていること。 

研究体制の持続性 若手研究者を含めた研究体制の構成、および若手研究者

の育成の取り組みや活動を通し、持続的に研究活動が遂

行できる体制が確立されていること。 

人材育成 当該研究機構により育成、または輩出された人材によ

る、特筆すべき活動が認められること。 

5.大学への貢献度 

[選択制] 

 財政面での貢献 外部研究資金の獲得による間接経費・一般管理費の計上

や、特許収入や寄付金等の収入により、財政面において

大学への貢献がなされていること。 

広報面での貢献 メディアによる報道や各種媒体による情報発信、特筆す

べき学術賞の受賞等により、広報面において大学への貢

献がなされていること。 

外部評価の獲得 QS 世界大学ランキング等への寄与も期待される高質な

論文の創出や、公的機関の研究評価において優れた評価

を得ているなど、外部より高い評価を獲得しているこ

と。 
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５．評価指標 

評価指標は以下の大項目、中項目、小項目からなり、想定されるキーワード、定量化可能な

要素を表１のようにまとめる。 

注）◎特に重視する評価対象項目、○評価対象項目、△評価対象項目ではないが留意するもの、－評価対象外 

大項目 中項目 小項目 キーワード等 定量化可能な要素 

 
事
前
評
価 

 
第
一
期
評
価 

 
第
二
期
以
降
評
価

 
最
終
評
価

組織目標 目標、体制

の妥当性 

目標の妥当性 
  ◎ ○ ○ -

体制の妥当性 
  ◎ △ △ -

達成状況 目標の達成状況 
  - ◎ ○ ◎

体制の確立状況 
  - ◎ △ △

研究計画 計画の妥当

性 

研究計画の具体

性、妥当性 
  ◎ ○ ○ -

資金計画の具体

性、妥当性 
  ◎ ○ ○ -

計画の実施

状況 

計画の履行状況 
  - ◎ ○ ○

国際競争力のあ

る研究の実施 

先進性・独

創性 

学際性・融

合性 

研究の先進性・独

創性 

研究の手法、対象、結果

など 

 
◎ △ △ △

研究の学際性・融

合性 

  
◎ △ △ △

独自性 早稲田の独自性   
◎ △ △ △

研究成果 

（事前評価

では実現可

能性） 

研究成果 研究成果の学術的価値 学術雑誌等への研究論文発表件数 

○ ◎ ◎ ◎

学術専門書等の発行数 

国際学会での発表件数 

シンポジウム、セミナー等の企画実

施・発表件数 

国際的研究交流実績 外国の研究機関との共同研究件数 

○ ○ ○ ○
外国の研究機関との人材交流件数 

他の言語（英語等）によ

る発信 

他の言語（英語等）による研究論文

発表件数、学術専門書等の発行数 
○ ◎ ◎ ◎

他の言語（英語等）によるシンポジ

ウム、セミナー等の企画実施・参

加・発表件数 

○ ◎ ◎ ◎

波及効果 学術的波及効果 国内外学術実績 国内外学術賞の受賞 

○ ◎ ◎ ◎
研究目的以外の派生的

効果 

 

研究成果の学術的発展

性 

 

教育活動への還元  
○ ○ ○ ○

社会的波及効果 知的価値や社会・文化へ

の貢献、政策への関与 

 

○ ◎ ◎ ◎

製品化・特許化等の社会

実装化 

特許申請件数 

研究成果の技術的・社会

的価値 

民間企業との共同研究・受託研究

数、資金規模 

研究目的以外の派生的

効果 

 

研究成果の発展性  
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自立的で継続的

な研究拠点形成 

自立性・持

続性 

研究体制の自立

性 

外部資金獲得状況 競争的研究資金申請件数、採択件

数、資金規模 

○ ◎ ◎ ◎
民間企業との共同研究・受託研究

数、資金規模 

外部組織との連携状況 他機関との協定数 

研究体制の持続

性 

若手研究者育成状況 参画若手研究者数 

○ ◎ ◎ ◎
参画若手研究者の学術的エビデン

ス 

参画若手研究者の競争的資金申請

件数、採択件数 

人材構成の多様

性 

 参画研究者数、多様な分野の研究者

数、学外研究機関の研究者数 
△ ◎ △ △

人材育成 人材の育成・活動状況 特筆すべき活動を行っている研究

者数（過去の在籍者を含む） 
- - ◎ ◎

大学への貢献度 

[選択制] 

 財政面での貢献 間接経費、一般管理費 計上した間接経費、一般管理費の総

額 
- - ◎ ◎

外部研究資金以外によ

る収入 

特許収入、事業化収入、寄付金等の

総額 

広報面での貢献 広報 メディアによる取材・情報掲載数、 

関連 WEB サイト閲覧数 

- - ◎ ◎受賞、表彰実績 

外部委員就任歴 

特筆すべき国内外学術賞等の受賞 

省庁審議会委員など、特筆すべき外

部委員会への委員就任歴 

外部評価の獲得 学術的評価 論文被引用数 

- - ◎ ◎

公的機関（外部）による

評価 

文科省科研費(A)以上の採択件数、

科研費の総採択率 

公的研究費に対する評価結果（中間

評価、最終（事後）評価等） 

受賞、表彰実績 

外部委員就任歴 

【再掲】 

特筆すべき国内外学術賞等の受賞 

省庁審議会委員など、特筆すべき外

部委員会への委員就任歴 
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５．評価の体制 

研究機構の評価は、審査・評価委員会で行う。 

審査・評価委員会は、評価対象となる研究機構の研究分野に応じて、当該研究分野に精通し

た者で構成する分科会を設置することができる。 

 

６．評価の方法 

評価方法は以下のとおりとする（詳細については１０．に記載した各評価実施要領を参照）。 

（１）事前評価（新規設置） 

   設置提案書を参考にし、プレゼンテーション（ヒアリング評価）により、評価を行う。 

  

（２）第一期評価（設置５年目） 

   成果報告書、次年度以降の研究計画書、設置申請書、および各年度の事業計画書・事業

報告書を参考にし、プレゼンテーション（ヒアリング評価）により、評価を行う。 

 

（３）第二期以降評価（設置１０年目以降） 

  成果報告書、次年度以降の研究計画書、設置申請書、および各年度の事業計画書・事業

報告書を参考にし、プレゼンテーション（ヒアリング評価）により、評価を行う。 

 

（４）最終評価 

設置申請提案書、設置期間における活動の要旨、各期の研究計画書・成果報告書、およ

び各年度の事業計画書・事業報告書を参考にし、これらの書面評価により、評価を行う。 

 

７．評価の決定 

評価の決定は以下のとおりとする。 

（１）事前評価（新規設置） 

①審査・評価委員会は、評価結果および審査結果に基づき、研究機構の設置に関する審査

結果（案）を確定する。 

②審査・評価委員長は、研究機構の設置に関する審査結果（案）を研究院長に提出する。 

③研究院運営委員会は、研究機構の設置に関する審査結果を決定する。 

④研究院長は、全学研究会議に研究機構の設置に関する審査結果を提出・報告する。 

 

（２）第一期評価（設置５年目） 

①審査・評価委員会は、評価結果および審査結果に基づき、研究機構の継続に関する審査

結果（案）を確定する。 

②審査・評価委員長は、研究機構の継続に関する審査結果（案）を研究院長に提出する。 

③研究院運営委員会は、研究機構の継続に関する審査結果を決定する。 

④研究院長は、全学研究会議に研究機構の継続に関する審査結果を提出・報告する。 

⑤上記のいずれかにおいて終了の判断がなされた研究機構の審査結果（案）の扱いについ

ては、下記（４）のとおりとする。 

 

 



10 
 

（３）第二期以降評価（設置１０年目以降） 

 ①審査・評価委員会は、評価結果および審査結果に基づき、研究機構の継続に関する審査

結果（案）を確定する。 

②審査・評価委員長は、研究機構の継続に関する審査結果（案）を研究院長に提出する。 

③研究院長は、研究機構の継続に関する審査結果（案）を研究担当理事に提出し、当該研

究機構の継続の必要性について確認を受ける。 

④研究院運営委員会は、研究機構の継続に関する審査結果を決定する。 

⑤研究院長は、全学研究会議に研究機構の継続に関する審査結果を提出・報告する。 

⑥上記のいずれかにおいて終了の判断がなされた研究機構の審査結果（案）の扱いについ

ては、下記（４）のとおりとする。 

 

（４）最終評価 

  ①審査・評価委員会は、最終評価結果報告書（案）を作成し、確定前に当該研究機構に開

示し、その内容等に対する意見の申立て書の提出を求める。 

②審査・評価委員会は、意見の申立て書を受領後、その内容を含め審議し、最終評価結果

報告書（案）を確定する。 

③審査・評価委員長は、最終評価結果報告書（案）及び意見の申立て書を研究院長に提出

する。 

④研究院運営委員会は、最終評価結果報告書を決定する。 

⑤研究院長は、全学研究会議に最終評価結果報告書を提出・報告する。 

 

８．責務 

（１）審査・評価委員会および分科会を構成する者は、研究機構の評価において公正かつ客

観的な評価を行う。 

（２）審査・評価委員会および分科会を構成する者は、個人情報、知的財産権の内容等、評

価を通じて知り得た情報の機密の保持について適切な配慮を行う。 

 

９．利害関係者の排除 

評価において、審査・評価委員会および分科会を構成する者が、研究機構を構成する研究者

に該当する場合は、当該研究機構の評価には参画できない。 

 

１０．その他 

（１）実施要領 

各評価の実施要領は別に定める。 

（別表） 

事前評価実施要領 

第一期評価（設置５年目）実施要領 

第二期以降評価（設置１０年目以降）実施要領 

最終評価実施要領 

 

以 上 


